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◎新潟県訓令第１号 

本     庁 

地 域 機 関 

新潟県事務決裁規程（昭和35年３月新潟県訓令第８号）の一部を次のように改正する。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

次の表の改正後の欄中別表の細目の号の表示に下線が引かれた別表の細目の号（以下「追加別表細目号」とい

う｡)を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の号の表示

及び追加別表細目号を除く｡)に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  別表第４（第６条関係） 

（略） 

土木部 

（略） 

河川管理課 

部長専決事項 課長専決事項 
  
(1)～(3) （略） 

(3)の２ 河川法第14

条第１項の規定によ

り、操作規則を定め

ること。 

(4)～(24) （略） 

(1) 削除 

 

 

 

(2)～(16) （略） 

 

（略） 

（略） 

別表第４（第６条関係） 

（略） 

土木部 

（略） 

河川管理課 

部長専決事項 課長専決事項 
  
(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

(4)～(24) （略） 

(1) 河川法第14条第１

項の規定により、操

作規則を定めるこ

と。 

(2)～(16) （略） 

 

（略） 

（略） 
  

 

告   示 

◎新潟県告示第273号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定をする予定

である旨の通知があった。 

平成30年３月20日 

新潟県知事    米 山  隆 一 

１ 保安林予定森林の所在場所 

  新潟県南魚沼市石打字飯士沢593の224（次の図に示す部分に限る｡)、578の１、579の１、579の５、580の１、 

 582、583、583の子、584の３、593の２、593の３、593の５から593の７まで、593の10、593の11、593の14から 

 593の18まで、593の24から593の30まで、593の32から593の34まで、593の225、593の264、593の265、593の275、 

 593の280、595の１、597の１、602の子、字白上594の１、603から610まで、614、615、616の１、616の２、617 

 から626まで、626の子、627、627の子、628から630まで、631の１、631の２、字松沢川原637の子 

２ 指定の目的 

  水源のかん養 

３ 指定施業要件 

(1) 立木の伐採の方法 

 ア 主伐に係る伐採種は、定めない。 

 イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。 

 ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 

(2) 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 

 (｢次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その関係書類を新潟県農林水産部治山課及び南魚沼市役所に備
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え置いて縦覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第274号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、農林水産省北陸農政

局信濃川左岸流域農業水利事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規

定により公示する。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 作業種類 公共測量（基準点測量等） 

２ 作業期間 平成29年11月20日から平成30年３月７日まで 

３ 作業地域 小千谷市内 

 

◎新潟県告示第275号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県三条地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 290号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

三条市上谷地字岩屋15番１から 

 

同市落合字麻畑206番１まで 

 

新 

 

7.5～24.0メートル 

 

130.7メートル 

 

旧 

 

7.5～22.8メートル 

 

130.7メートル 

 

◎新潟県告示第276号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県三条地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 路 線 名  一般国道 290号 

２ 供用開始の区間 

  三条市上谷地字岩屋15番１から同市落合字麻畑206番１まで 

３ 供用開始の期日  平成30年３月20日 

 

◎新潟県告示第277号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

平成30年３月20日 

新潟県三条地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 平成30年３月８日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

燕市吉田本所字本途26番１の内 6.00 39.43 



平成30年３月20日(火) 新  潟  県  報 第22号 

4 

 

◎新潟県告示第278号 

新潟県収入証紙条例（昭和39年新潟県条例第10号）第５条第２項の規定により、新潟県収入証紙の売りさばき

人として次の者を指定した。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

指定売りさばき人の名称 

株式会社ハッピーステーション 

 

公   告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、全戸配布広報紙「県民だより」新聞折込業務

委託について、次のとおり一般競争入札を行う。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 入札に付する事項 

(1) 業務の仕様等 

    入札説明書及び仕様書による。 

(2) 履行期間 

    契約日から平成31年３月31日まで 

(3) 履行場所 

  新潟県庁 

(4) 入札方法 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

  (1) 県内の新聞販売店を通じ、新聞購読戸に折込日にあわせて確実に配布できること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(3) 指名停止期間中の者でないこと。 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(6) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社及び営業所等名称は問わない｡)が所在する者であるこ

と。 

(7) 受託業務及び人事管理を主業務とする担当者を常時１人以上配置し、急な欠員等に対して代替要員を確保

し業務を確実に履行する即応体制が取れる者であること。 

(8) 入札説明書の交付を受け、入札参加資格を確認された者であること。 

(9) 新潟県の県税の納税義務を有する者にあっては、当該県税の未納がない者であること。 

(10)  新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者

と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

   郵便番号 950－8570 

   新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

   新潟県知事政策局広報広聴課広報係 

   電話番号 025－280－5014（直通） 

(2) 入札説明書の交付方法 

   本公告の日から平成30年３月27日（火）まで上記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 入札の日時及び場所 
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   平成30年４月３日（火） 午後２時 

   新潟県庁行政庁舎16階入札室 

４ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

 入札保証金は入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額に年間折込見込み部数2,049,840部（春号発行

予定（512,460部）×４回）を乗じた額の100分の５以上を納付すること。ただし、新潟県財務規則（昭和57

年新潟県規則第10号）第43条第１号に該当する場合は免除する。 

(3) 契約保証金 

 契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第

10号）第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札参加者に要求される事項 

 この一般競争入札に参加を希望する者は、本公告に示した競争参加資格を証明する書類等を３月30日（金）

午後５時までに、上記３(1)に定める場所に提出し、契約担当者の確認を受けなければならない。 

(5) 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(6) 契約書作成の要否  要 

(7) 誓約書の提出 

  暴力団等の排除に関する誓約書については入札説明書による。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した調達役務を履行できると契約担当者が判断した入札者であって、予定価格の制限の範囲内

で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(9) 本業務は平成30年度新潟県予算成立後に実施が確定するため、内容等が変更となる可能性がある。 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり公表

する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 イオンタウン糸魚川 

所在地 糸魚川市上刈六丁目439番１外 

設置者 イオンタウン株式会社 他２者 

２ 変更した事項 

(1) 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名 

  （変更前）マックスバリュ北陸株式会社 代表取締役 矢野 博丈 

 （変更後）マックスバリュ北陸株式会社 代表取締役 矢野 靖二 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者 

  （変更前）マックスバリュ北陸株式会社 他７者 

 （変更後）マックスバリュ北陸株式会社 他５者 

３ 変更年月日 

(1) 平成30年３月１日 

(2) 平成28年６月20日及び平成28年12月１日 

４ 変更の理由 

(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の変更 

(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の撤退 

５ 届出年月日 

平成30年３月９日 
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６ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業・地場産業振興課 

（なお、糸魚川市産業部商工農林水産課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

平成30年３月20日から平成30年７月20日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

商業・地場産業振興課 商業振興係 

電   話 025－280－5237 

Ｅメ ー ル  ngt050020@pref.niigata.lg.jp 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成30年３月20日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 あるるん広場 

所在地 上越市大道福田622番地 外 

設置者 えちご上越農業協同組合 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第５条第１項の規定による新設の届出 

公告日 平成29年10月17日 

３ 意見の概要 

(1) 上越市からの意見の概要 

 意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

  意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業・地場産業振興課 

５ 縦覧期間 

平成30年３月20日から平成30年４月20日まで 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第２号 

平成29年10月22日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙における公職選挙法（昭和25年法律第100号）第189条の

規定により提出された候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は次のとおりである。 

平成30年３月20日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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教育委員会規則 

新潟県教育委員会表彰規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成30年３月20日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田  幸 博  

新潟県教育委員会規則第２号 

新潟県教育委員会表彰規則の一部を改正する規則 

新潟県教育委員会表彰規則（昭和38年新潟県教育委員会規則第13号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という｡)に対応する同表の改正後の欄中

号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という｡)が存在する場合には当該移動号を当該移動後号とし、

移動号に対応する移動後号が存在しない場合には当該移動号（以下「削除号」という｡)を削る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下「改正部分」という｡)を当該改

正部分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く｡)に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（表彰の対象） 

第２条 表彰は、次に掲げる者について行う。 

(1)～(7) （略） 

 

 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

２ （略） 

 

（表彰の方法） 

第３条 表彰は、次の方法により行う。 

(1) 表彰状は、前条第１項第１号から第８号まで

のいずれか又は同条第２項に該当する者に授与

する。 

(2) 賞状は、前条第１項第９号に該当する者に授

与する。 

(3) 感謝状は、前条第１項第10号に該当する者に

贈呈する。 

(4) 前条第１項第11号に該当する者については、

前各号に準じて授与又は贈呈する。 

２ （略） 

 

（欠格条項） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する者について

は、表彰（第２条第１項第１号から第７号まで及

び第２項に掲げる者に対するものに限る｡)を行わ

ないものとする。 

(1)・(2) （略） 

（表彰の対象） 

第２条 表彰は、次に掲げる者について行う。 

(1)～(7) （略） 

(8) スポーツの振興に貢献し、その功績が著しい

者 

(9) （略） 

(10) （略） 

(11) （略） 

(12) （略） 

２ （略） 

 

（表彰の方法） 

第３条 表彰は、次の方法により行う。 

(1) 表彰状は、前条第１項第１号から第９号まで

のいずれか又は同条第２項に該当する者に授与

する。 

(2) 賞状は、前条第１項第10号に該当する者に授

与する。 

(3) 感謝状は、前条第１項第11号に該当する者に

贈呈する。 

(4) 前条第１項第12号に該当する者については、

前各号に準じて授与又は贈呈する。 

２ （略） 

 

（欠格条項） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する者について

は、表彰（第２条第１項第１号から第８号まで及

び第２項に掲げる者に対するものに限る｡)を行わ

ないものとする。 

(1)・(2) （略） 

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 
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新潟県立学校部活動指導員の配置に関する規則をここに公布する。 

平成30年３月20日 

新潟県教育委員会 

   教育長  池 田  幸 博  

新潟県教育委員会規則第３号 

新潟県立学校部活動指導員の配置に関する規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、学校教育法施行規則の一部を改正する省令(平成29年文部科学省令第４号）の施行により、

県立学校に配置する部活動指導員（スポーツ、文化、科学等に関する部活動の指導に従事する非常勤職員をい

う。以下同じ。）に関し必要な事項を定める。 

 （部活動指導員） 

第２条 県立学校には、部活動指導員を置くことができる。 

２ 部活動指導員は、校長の監督を受け、学校教育の一環として行われるスポーツ、文化、科学等に関する部活

動の指導に従事する。 

 （委任） 

第３条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

 この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

 

収用委員会告示 

◎新潟県収用委員会告示第１号 

新潟県収用委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成17年新潟県収用委員会告示第４号）の一部を

次のように改正し、公布の日から実施する。 

平成30年３月20日 

新潟県収用委員会  会 長  長 谷 川  均 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という｡)を当該改正表に対応する次の表の改

正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 
  
別記 

第１号様式（第２条関係） 

個人情報取扱事務登録簿 

（略） 

（略） 

 要配慮個人情報 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□病歴 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を

被った事実 

□心身の機能の障

害があること 

□健康診断等の結

果 

□医師等により指 

 導又は診療若し 

別記 

第１号様式（第２条関係） 

個人情報取扱事務登録簿 

（略） 

（略） 

 内心 

□思想・信条 

□信教 

□ 

□ 

社会的差別の原因

となるおそれのあ

る個人情報 

□人種・民族 

□犯罪歴 

□ 

□ 
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 くは調剤が行わ

れたこと 

□刑事事件に関す

る手続が行われ

たこと 

□少年の保護事件

に関する手続が

行われたこと  家庭の状況  

 □家族関係 

□婚姻歴 

□生活記録 

□ 

 要配慮個人情報を

収集する根拠 

 

 

  

 

 心身の状況  

 □健康状態 

□病歴 

□障害の状態 

□ 

 当該個人情報を収

集する根拠 

 

家庭の状況 

□家族関係 

□婚姻歴 

□生活記録 

□ 

 

  
  

附 則 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 
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